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東芝グループは「地球内企業」として
世界各地でCSR経営を推進しています
東芝グループではCSR経営の推進にあたって「地球内企業」という考えを根底に置いています。
この言葉には、より良い地球環境の実現のために先導的な役割を果たすとともに、
世界各地の文化や歴史、慣習の違いを認識し、尊重する企業であり続けるという意味を込めています。
この考え方に基づいて、グループ共通の取り組みとともに、拠点を置く世界30ヵ国以上の各地域で、
それぞれの特性をふまえた活動を進めています。

世界中で
「CSR大会」を開催し、グループ会社の
優れた取り組みを表彰

世界中で
「東芝グループ
150万本の森づくり」を推進

日本で
「東芝グループ
障がい者採用フェア」を開催

日本で
地域住民の代表と
定期的に意見交換

米国で
科学技術コンテスト
「エクスプロラビジョン・アウォード」を
1992年から継続して支援

1 東芝グループCSR報告書2008



CSR報告の方針 3
トップコミットメント 5

東芝グループの事業概要と経済性報告 7
　
特集：「地球内企業」としての責任 9
Ⅰ．「環境ビジョン２０５０」に向けて 10
Ⅱ．グローバルなＣＳＲ経営の推進 16

経営理念とステークホルダー 21
目標と実績 23

マネジメント 25
CSRマネジメント 25
コーポレート・ガバナンス 27
リスク・コンプライアンス 28
情報セキュリティ／知的財産の保護 30

社会性報告 31
ステークホルダー・エンゲージメント ハイライト 31
 お客様への責任 33
 株主・投資家への責任 37
 調達取引先への責任 38
 従業員への責任 39
 地域社会への責任 42

環境報告 45
ステークホルダー・エンゲージメント ハイライト 45
環境経営 47
環境活動の目標と実績 48
東芝グループの環境負荷の全容 49
ノートパソコンのライフサイクルを通じた 
環境負荷低減 51
環境取り組みの現状 53
環境コミュニケーション 55
環境関連の受賞一覧 56

CSR報告書に対する第三者による所見 57
冊子とホームページについて 58

免責事項
この報告書には、東芝の将来についての計画や戦略、業績に関する予想および見通
しの記述が含まれています。これらの記述は、当社が現時点で把握可能な情報から判
断した事項および所信に基づく見込みです。

目次

英国で
10年以上にわたって
学校や病院への寄付を実施

フィリピンで
生産工程の品質管理や
労災防止に関する教育を実施

中国で
2002年から毎年2校以上の
小学校建設を支援
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東芝グループではCSRへの取り組みにおいて、ステー

クホルダーの皆様の関心が高く、かつ東芝グループの経

営理念や事業に照らして重要と考えている事項を特に重

視しています。また、それらの事項への取り組みについてス

テークホルダーの皆様に理解していただくことも、重要な

社会的責任だと考えています。

そこで、2005年からAA1000※の基本3原則「重要

性」「完全性」「対応性」に基づいて、報告すべき項目を選

んでいます。選択に際しては、皆様との日常的な対話から

把握した「ステークホルダーの皆様が重要と考えること」

と、「東芝グループが重要と考えること」という2つの軸で報

告項目を検証。2006年から、両軸ともに重要度が高い項

目を中心に冊子で報告し、比較的重要度が低い項目も網

羅性の観点からホームページで報告しています。

2007年度は、世の中で地球温暖化への関心が高まるな

か、エネルギー事業を拡大するなど、東芝グループにとって大

きな変革期でした。そこで報告書の編集にあたって改めてス

テークホルダーの皆様の関心事を知るため、さまざまな立場

の方 を々対象にした「関心度調査」を実施しました。

195人の方に全8分野、105項目について関心の度合

いを評価していただいた結果、「ステークホルダーの皆様と

東芝グループの双方が重要と考える」と判断した事項が、

ステークホルダーの皆様の直近の関心とほぼ合致してい

ることがわかりました。

2007年度版のCSR報告書では、この調査結果を報告

するとともに、調査結果を反映させた誌面としました。

調査方法：
調査対象：

調査時期：

アンケート調査（郵送またはe-mailで送付）
一般のお客様、法人のお客様、調達取引先、
SRIアナリスト、事業場の地域住民の方、NPO・
NGOの方、学生、東芝グループ従業員（日本、米
国、中国）、合計195人
2007年２月

ステークホルダーが判断、意思決定、行動するた
めに必要となる重要なCSR活動情報が記載され
ているか

重要と判断したCSR活動とその活動が与える影
響を、完全に把握し、記載しているか

ステークホルダーの懸念・関心事などの重要な事
項にどのように対応し、それについて報告しているか

※ AA1000： 英国の非営利シンクタンク「AccountAbility社」が発行した、ス
テークホルダーへの説明責任を果たし、その取り組みを向上させることを目
的とした一連の原則、基準、規格

社会の関心と信頼に応えるCSR報告を追求しています
CSR報告の方針

AA1000の基本原則 関心度調査の概要

重要性

完全性

対応性

2006年~
「AA1000」の
基本原則に基づいて、
重要性の高い事項を選んで報告

2007年~
「アンケート調査」によって
ステークホルダーの皆様の
懸念や関心事を改めて検証
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2008年
AA1000の基本3原則に基づいた報告をさらに強化しました 強化のポイント

2007年まで

2008年度は、AA1000の基本3原則「重要性」「対

応性」「完全性」に基づいた報告プロセスをさらに強化し

ました。

重要性判定基準の細分化
「重要性」判断の検証情報を増やし、重要度の判定基準
を細分化。例えば事業の終息後のサービス対応など新しく
発生した社会の関心事も検証対象に加えました。検証結
果は、報告に反映するだけでなく、事業計画や日常の活動
にも反映させ、東芝グループでのCSR経営の強化につな
げていきます。

ステークホルダーの皆様との対話の成果を報告
ステークホルダーの皆様との対話でいただいたご意見やご
要望を経営や事業活動に反映させている事例を“ステーク
ホルダー・エンゲージメント”として報告。基本3原則の「対
応性」を強化しました。

冊子とホームぺージで開示情報を充実
冊子ではステークホルダーの皆様との対話を重視し、ホー
ムページでは従来よりも詳細な情報を掲載し、検索しやす
いように刷新しました。

「環境ビジョン2050」（P10～参照）公表を機に、詳細な

環境関連データをまとめた「環境レポート」を新たに発行

（2008年9月）。これらを通じて、「完全性」をふまえた報告を

追求していきます。

「重要性」判断の検証
情報を増やすとともに、
判定基準を細分化

重要項目についてホー
ムページの拡充や「環
境レポート」の作成に
よって、より詳しく報告

社会の関心が高い事項
について、ステークホル
ダーの「声」をどう活用し
ているのか、を報告

東
芝
グ
ル
ー
プ
が

重
要
と
考
え
て
い
る
こ
と

冊子で
重点的に報告

冊子または
ホームページで報告

ステークホルダーの皆様が
重要と考えていること

重要度
「高」

重要度
「高」 ステークホルダーの皆様が

重要と考えていること

重要度
「高」

重要度
「高」

報告内容の
充実度

東
芝
グ
ル
ー
プ
が

重
要
と
考
え
て
い
る
こ
と

冊子で
重点的に報告

冊子または
ホームページで報告 対応性

2008年
報告プロセスを発展させ、
ステークホルダーの皆様の関心に応える報告を強化

報告範囲
発行時期
2008年6月   （次回： 2009年6月予定　前回： 2007年6月）

参考にしたガイドライン
GRI （Global Reporting Initiative）
「サステナビリティ・レポーティング・ガイドライン第3版（Ｇ3）」
注） GRIガイドライン対照表はホームページに掲載しています
環境省「環境報告ガイドライン2007年度版」
環境省「環境会計ガイドライン2005年版」

報告対象組織
原則として東芝グループ（（株）東芝および国内・海外グループ会社（連
結子会社550社））を対象としています。東芝グループを対象としていな
い報告は、個々に対象範囲を記載しています。
注） 本報告書中の「東芝」は（株）東芝を意味しています

報告対象期間
2007年度（2007年4月1日から2008年3月31日まで）の活動を中心に、
一部それ以前からの取り組みや、直近の活動報告も含んでいます。

重要性

完全性
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実心、実言、実行で
信頼される「地球内企業」をめざします

※

※

イノベーションを起こし、
ＣＳＲ経営を遂行します 東芝ブランド・ステートメント
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株式会社 東芝
代表執行役社長

生命・安全、コンプライアンスを
最優先します

「地球内企業」として、
 豊かな社会の発展に貢献します

ステークホルダーの皆様への
説明責任を果たしていきます

お客様への責任を誠実に果たします
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2007年度の連結業績は、前年度に比べて売上高で5，517億円増加し、これにともない取引先への分配が増加しました。また、（株）東芝の年
間配当を1円増配したため、株主への分配も増えています。
一方、電子デバイス部門の大幅な減益により、税引前利益が429億円減少したため、政府・行政への分配が減少しました。

ステークホルダー
分配額（億円）

2007年度 2006年度
取引先
従業員
株主
債権者
政府・行政
社会

環境

企業内部

59,833
14,467
464
398
1,134
40

513

871

55,374
13,206
304
319
1,454
35

542

1,117

売上原価（人件費を除く）、販売費・一般管理費（人件費を除く）
売上原価と販売費・一般管理費のうちの人件費
キャッシュ･フロー計算書の配当金の支払い
営業外費用のうちの支払利子
法人税など
社会貢献に関する支出を独自に集計※（P43参照）
環境に関する支出を独自に集計※　環境会計での環境保全費用
詳細は､ホームページに掲載 （http://www.toshiba.co.jp/env/jp/）
当期純利益から配当金支払い分を除いたもの　

※ 社会、環境への分配金額は､取引先、従業員への分配のなかにも含まれています

金額の算出方法

76,68171,164

60,000
63,43558,36155,795

80,000

20,000

2006 2007200520042003
0 0

年度

40,000

（億円） （億円）

アジア 
44,139（22%）

その他 926（0.4%）

欧州 7,020（4%）

中南米 3,188（2%） 日本
 124,257（63%）

北米 
18,188（9%）

合計 197,718
（単位：人）

アジア（日本除く）　
14,981（20%）

その他　
2,334（3%）

北米　
11,519（15%）

欧州　
10,795（14%）

日本
37,052（48%）

合計 76,681
（単位：億円）

電子デバイス
17,385（21％）

家庭電器
7,743（9％）

その他
3,846（5％）

社会インフラ
24,190（29％）

デジタルプロダクツ
29,512（36％）

合計 76,681
（単位：億円）

2007

2,381

1,274

460288

3,000

2,000

1,000

2006200520042003 年度

2,584

1,746 1,548

2,406

782

1,374 営業利益

当期純利益

会社概要（2008年3月31日現在）

ステークホルダーへの経済的価値分配

業績（連結）

売上高の推移

社名 株式会社 東芝（TOSHIBA CORPORATION） 
本社所在地 東京都港区芝浦1-1-1 
創業 1875年（明治8年）7月 
資本金 2,801億円 
連結売上高 7兆6,681億円 
連結従業員数 197,718人
支持をしている主なCSR関連の国際的憲章・ガイドライン  
 ●国連グローバル・コンパクト
 ●GRI（Global Reporting Initiative）

株主数 375,115人 
発行済株式総数 32億3,703万1,486株 
グループ 550社
連結子会社数 （国内257社、海外293社） 
持分法適用会社数 193社 
上場証券取引所 東京、大阪、名古屋、ロンドン
  主なCSR関連の会員団体
 BSR（Business for Social Responsibility） 

営業利益／当期純利益の推移営業利益／当期純利益の推移

地域別従業員数の内訳（2008年3月末）地域別従業員数の内訳（2008年3月末）地域別売上高および構成比（2007年度）地域別売上高および構成比（2007年度）事業別売上高および構成比（2007年度）事業別売上高および構成比（2007年度）

東芝グループの事業概要と経済性報告

イノベーションを追求し、
人に、社会に、新たな価値を提案しています
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デジタルプロダクツ 家庭電器
視聴環境に応じて自動的に映像調整する液晶テレビや大容

量ハードディスクを搭載したDVDレコーダー、ワンセグ対応の

デジタルオーディオプレーヤーなどの映像機器、ブロードバンド

時代に対応した携帯電話、環境効率の高いノートパソコンや

流通業向けのPOSシステムを製造・販売しています。

国産1号機を開発した冷蔵庫、洗濯機、掃除機、炊飯器をはじ

め、省エネルギーを追求したエアコン、照明機器などの家庭電

器製品を製造・販売しています。また、自動販売機など生活に

身近な各種機器も提供しています。　　

東芝グループの使命は、
お客様にまだ見ぬ感動や驚きを次々とお届けしていくこと。
そして、社会の安心と安全を支え続けていくことです

電子デバイス
ディスクリート、システムLSI、NAND型フラシュメモリの3つを主

力製品として半導体事業を展開。また、携帯電話・モバイルパ

ソコンなどに使われる高精細で薄型な液晶製品などを製造・販

売しています。さらに、モバイル機器向けの燃料電池も事業化

に向け開発を進めています。

注） 東芝の事業、財務などの詳細は、「アニュアルレポート2008年3月期」をご覧ください。
なお、これらの情報はホームページでもご覧いただけます（http://www.toshiba.co.jp/about/ir/）

各種発電システムや燃料電池などのエネルギー供給システム

や、輸送機関の交通管制システム、金融、物流などのセキュリ

ティ・自動化システム、デジタル放送システムなどを通じて社会

インフラを支えています。また、エレベーター、医用機器など幅

広い産業用システム・機器を提供しています。

携帯電話向け大容量
NAND型フラッシュメモリ

軽量・薄型の低温ポリシリコンLCD

大容量で超高速タイプのSDメモリカード

モバイル機器向けの超小型燃料電池

高効率の火力発電用タービン

展望型エレベーター

高画質の医用画像診断装置CTスキャナ

ICカードも使える自動改札装置

省エネルギーで低騒音の
洗濯乾燥機

大容量で鮮度を保つ
冷凍冷蔵庫

省エネ大賞を受賞したルームエアコン

真空圧力炊飯器高画質を追求した
デジタルハイビジョン液晶テレビ

高画質で快適操作のHDD&
DVDレコーダー

心地よいデザインのノートパソコン

映像も音楽も楽しめる携帯電話

社会インフラ
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「地球と調和した人類の豊かな生活」を、2050年の“あるべき姿”と考え、その実現に向
けた課題解決に、2つのアプローチから取り組んでいきます。

「人権・労働・環境」についての普遍的原則である「国連グローバル・コンパクト」に参加す
るとともに、世界の国々や地域の歴史、文化や慣習などを尊重したCSR経営を各地で推
進しています。

特集

「環境ビジョン2050」に向けて

グローバルなCSR経営の推進 

「地球内企業」としての
責任を果たすために

9



エネルギー エコプロダクツ

エコプロセス エコプログラム

「環境ビジョン2050」の概要

2050年のあるべき姿 
地球と調和した人類の豊かな生活 

エネルギーのベストミックスによる
安定供給と地球温暖化の防止

価値と環境影響を総合的に評価する
ファクターでエコプロダクツを創出

事業・生産にともなう
環境負荷を最小化

コミュニケーションとソリューション
を軸に活動を展開

東芝グループでは、「地球と調和した人類の豊かな生活」

を、2050年までに実現すべき“あるべき姿”と考え、その実現に

向けた「東芝グループ環境ビジョン2050」を策定。このビジョ

ンのもと、環境負荷を低減するとともに、新しい豊かな価値を創

造していくことが、地球内企業としての使命だと考えています。

東芝グループは、エネルギーの安定供給と地球温暖化防

止を図る「エネルギー」アプローチと、豊かな価値の創造と地

球との共生の両立を図る「エコプロダクツ」アプローチで、「環

境ビジョン2050」の実現をめざしています。これらに加えて、事

業プロセス全体で環境負荷低減に取り組む「エコプロセス」、ス

テークホルダーの皆様とともに環境問題に取り組む「エコプログ

ラム」という2つのアクションを展開します。

実現に向けた2つのアプローチ

2つのアクション

2050年のあるべき姿を見据えた
新ビジョンを策定

ビジョン実現に向けた課題解決への
アプローチとアクション

「環境ビジョン2050」に向けて
地球と調和した人類の豊かな生活の実現に向けて、環境経営を推進します

特集
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エネルギーのベストミックス
による安定供給と
地球温暖化防止に貢献

原子力発電の
さらなる効率向上
発電効率に優れた原子炉燃料の開発

2025年度に8,200万トン※1の
CO２排出抑制効果をめざす

事例1

東芝グループは、多様な発電設備を手掛けるメーカーとし

て、各発電方式をバランスよく活用した「エネルギーのベスト

ミックス」の実現に努めています。このため、原子力や火力な

ど「基幹エネルギー」と、分散電源や再生可能エネルギーなど

「新エネルギー」の双方でイノベーションを追求します。

基幹エネルギーでは、「安全・安心で効率的な原子力発電」

「CO２の固定･回収によるCO２排出ゼロの火力発電」など、

新エネルギーでは、「地熱や風力など再生可能エネルギー」「家

庭用燃料電池の普及」などをテーマとしており、電力流通の分

野でも「送電線での損失ゼロ化」などに取り組んでいます。

エネルギー需要が世界的に拡大するなか、「エネルギーの安

定供給」と「地球温暖化防止」というテーマをどう両立していく

かが大きな課題となっています。東芝グループでは、エネルギー

関連の製品･技術でイノベーションを起こし続けることで、安定

供給を実現しつつ、地球温暖化防止に寄与するためにCO２

排出量の削減を図っていきます。

こうした「エネルギー」アプローチによる、2006年度の東芝

グループのCO２排出量削減効果は年間420万トンと推計※2さ

れます。これを2010年度には1,400万トン/年、2025年度には

8,200万トン/年にまで拡大したいと考えています。

「基幹エネルギー」と「新エネルギー」の
両面から技術開発を推進

エネルギー技術に
イノベーションを起こし続けることで

CO2排出量を削減

2006年度 2010年度 2025年度

420万
t-CO2／年 1,400万

t-CO2／年
8,200万
t-CO2／年

開発中の次世代燃料と従来燃料の比較

80%

70%

発電量

廃棄物量

燃料コスト

30%減

20%減

40%増

1000

従来燃料

140%

開発中の
次世代燃料

特集　   「環境ビジョン２０５０」に向けて
エネルギーからのアプローチ
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家庭で発電し、
CO2排出量を削減
排熱を給湯にも利用できる燃料電池

事例2

二次電池※1の
適用分野を拡大 
安全で長寿命な新型二次電池

事例3

燃料電池の導入によるCO2排出量削減効果

30%減

導入前

導入後

（1トン／年）

主な特徴

安全性

長寿命

高出力

急速充電

低温動作

大実効容量

過酷な条件で使用しても破裂・発火の可能性が小さい

充放電5,000回以上使用可能

キャパシタ※2並の入出力密度

5分間で充電可能

寒冷地（－30℃）でも使用可能

幅広いSOC※3で実際に使えるエネルギーが大きい

12



｢価値｣と｢環境｣を考えた
「新しい豊かさ」を
消費者の皆様に提案

地球温暖化防止に
貢献するLED照明
高効率LED ダウンライト｢E-CORE｣ 

2025年度に3,570万トンの
CO2排出抑制効果をめざす

事例1

東芝グループでは、「豊かな価値の創造」と「地球との共

生」を両立するエコプロダクツの創出に向けて、「製品の価

値」と「製品の環境影響」を総合的に評価する独自指標「ファ

クターT」（P５３参照）を導入しています。この指標を基に、機

能・性能と省エネルギーなどの環境特性に優れた製品を数多く

生み出しています。

東芝グループが2006年度に出荷した製品について、2000

年度に出荷した製品から買い換えた場合のCO２排出量削減

効果をライフサイクル全体で試算すると、430万トン/年になり

ます。今後もさらなるイノベーションを続けることで、2010年度

には630万トン/年、2025年度には3,570万トン/年にまで削減

効果を拡大したいと考えています。

東芝グループが提供するさまざまな製品は、お客様にお使

いいただくことで、利便性や快適さをお届けしていますが、工場

での生産、流通、お客様の使用、そして廃棄に至る製品のライ

フサイクルの各段階において、エネルギーや資源、化学物質と

いった側面からさまざまな環境負荷が発生します。

東芝グループは、「地球温暖化の防止」「資源の有効活用」

「化学物質の管理」の観点から、こうした製品のライフサイク

ル全体での徹底した環境負荷低減を図っています。同時に、

「まだ見ぬ感動や驚き」「社会の安心と安全」といった新しい

価値の創造にも注力することで、お客様の豊かな生活を実現

する新しいエコライフスタイルを提案していきます。

ライフサイクル全体を見据えた
エコプロダクツの創出

イノベーションでエコプロダクツを
生み出し続けることで
CO2排出量を削減

2006年度 2010年度 2025年度

430万
t-CO2／年 630万

t-CO2／年
3,570万
t-CO2／年

消費電力の比較
高効率LED
ダウンライト
「E-CORE60」

60W形
白熱灯器具

消費電力 約1/7
7.8W

約54W

ランプ寿命比較

60W形
白熱灯器具 寿命 20倍

40,000時間

2,000時間

高効率LED
ダウンライト
「E-CORE60」

特集　   「環境ビジョン２０５０」に向けて
エコプロダクツからのアプローチ
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省エネ大賞に輝く
家庭用エアコン
「大清快BDR」シリーズ

事例2

省エネと高画質を
追求したテレビ
液晶テレビ
「REGZA（レグザ）CVシリーズ」

事例3

従来製品との環境性能比較

消費電力

ネジ本数

重量

従来製品
「37L4000」

75%減

60%減

55%減

「REGZA 37CV500」

※ 比較は「REGZA ３７CV５００」と2003年機種の「３７L4000」 

（CO2換算 60kg／年）

従来製品との省エネルギー性能比較

消費電力 約６６％に削減

1999年
発売機種

「大清快BDR」
シリーズ

（CO2換算 229kg／年）
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事業・生産にともなう環境負荷の最小化をめざす
「エコプロセス」

「環境ビジョン2050」の実現に向けたエネルギーとエコプロ

ダクツの2つのアプローチを支えるアクションの一つが、エコ

ファクトリーをめざすエコプロセスです。

東芝グループでは、1990年度比のエネルギー起源CO2排

出量を生産高原単位で2010年度までに25%削減することを

目標に活動を推進してきました。2007年度は42%の削減を達

成したため、2010年度の目標を45%に引き上げるとともに、

2012年度目標として47%削減を設定しました。四日市工場で

の新棟稼動などにより絶対量としては2006年度に比べ25万

トン多い260万トンの排出となりましたが、最新の設備を導入

することで高い省エネ率を達成しています。

今後も、省エネルギー投資やクリーンルームの省エネルギー

追求、生産プロセスの革新などをさらに進め、できる限りCO2

の排出を抑制していきます。

コミュニケーションとソリューションを軸にした 
「エコプログラム」

「環境ビジョン2050」を実現するためには、エコプロセス

以外にも幅広い環境活動が必要です。その一つとして、環

境に関する積極的な情報を発信し、地域の皆様と対話する

などのコミュニケーションを推進しています。

また、製品のライフサイクルにわたる各種の環境負荷に

かかわる分析・評価技術などの環境ソリューションを提供し

ています。

これらの活動を「エコプログラム」と総称して、今後もさま

ざまなアクションを起こしていきます。

四日市工場での取り組み
最新の製造棟では50％の省エネを達成

事例

ステークホルダーの皆様との対話を通じて

エコファクトリー化を推進
クリーンルームでの局所空調による電力削減

従来 新棟

全面クリーン 製品ボックスと装置内のみ
クリーン化

特集　   「環境ビジョン２０５０」に向けて
「エコプロセス」と「エコプログラム」で支える
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人権
1. 企業はその影響の及ぶ範囲内で国際的に宣言されて
いる人権の擁護を支持し、尊重する。

2. 人権侵害に加担しない。

労働
3. 組合結成の自由と団体交渉権を実効あるものにする。 
4. あらゆる種類の強制労働を排除する。 
5. 児童労働を実効的に廃止する。
6. 雇用と職業に関する差別を排除する。 

環境
7. 環境問題の予防的なアプローチを支持する。
8. 環境に対して一層の責任を担うための
イニシアチブをとる。 

9. 環境を守るための技術の開発と普及を促進する。 

腐敗防止
10. 強要と賄賂を含むあらゆる形態の腐敗を
防止するために取り組む。

「国連グローバル・コンパクト」の10原則

日本語訳： 国際連合広報センター

東芝グループは、2004年1月、国連が提唱する「人権・労働・

環境・腐敗防止」についての普遍的原則である「国連グローバ

ル・コンパクト」に参加し、事業行動において実践していくことを

世界に宣言しました。

これに合わせて、「東芝グループ行動基準」を「国連グローバ

ル・コンパクト」の観点で改定し、国内・海外を含めた東芝グルー

プのすべての役員・従業員が共有する行動規範として、改めて

教育・徹底しました。

東芝グループは、世界各地の事業拠点において、「国連グ

ローバル･コンパクト」および「東芝グループ行動基準」に基づ

き、社会的責任を果たしています。その一方で、国や地域ごと

に異なる固有の価値観を尊重し、多様性に配慮した経営に努

めるとともに、各地の社会的課題の解決に取り組むことで、地

域社会への貢献をめざしています。

事業拠点ごとの取り組みだけでは解決が困難な課題に対

しては、グループ全体でのサポートに努めています。

「国連グローバル･コンパクト」に則した 
CSR経営を推進 

国や地域ごとの多様性を尊重し、
各地の要請に対応 

グローバルなCSR経営の推進
世界各地で多様な社会的テーマに取り組んでいます

特集
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ラグナ

HDD（ハードディスクドライブ）の製造拠点である「東芝情報

機器フィリピン社」（TIP）は、1996年の生産開始以来、日本国

内から生産移管を進め、生産能力を拡大してきました。2007年

には、HDDの生産累計は1億台を超え、フィリピンの全輸出高

の3％弱を占めるほど経済的貢献度も高まっています。

こうした事業活動を継続しながら地域社会に貢献していくため

にも、約9,000人にのぼる現地従業員と積極的に対話し、働き

やすい労働環境を整備していくことが大切です。こうした考えのも

と、TIPでは2002年に東南アジアの企業では初めてSA8000※

の認証を取得。従業員の声を客観的に聞いて労働環境の改善

につなげています。6ヵ月ごとに行われるSA8000の監査では、

社外監査員が従業員数十名を無作為に選んでヒアリングを実

施。その際、自由に意見が言えるよう、TIPの経営陣や人事部門

は出席しないこととしています。

このほか、自社でも、従業員代表とのミーティングや、製造現

場の従業員と直接対話する機会を毎月末に設けています。ま

た、従業員食堂など4ヵ所に目安箱を設置して意見や要望を収

国内外で、
安全で働きやすい
職場づくりを推進

対話に基づく
職場環境づくり

事例  東芝情報機器フィリピン社

東芝グループは、従業員の安全と健康を経営の最重要課

題に掲げてさまざまな施策を推進してきました。近年、グローバ

ルでの事業が拡大していくなかで、海外拠点においても「東芝

グループ安全健康方針」を実践しています。その一環として、

国内外のグループ会社が集まる「東芝グループ安全健康大

会」を毎年開催し、一人ひとりが安全に、心身ともに充実して

働ける職場づくりに取り組んでいます。

さらに、グループ各社のマネジメントを高いレベルで均質化

し、向上させていくために、グループの全製造拠点で労働安全

衛生マネジメントシステムに関する国際規格であるOHSAS※

18001の認証取得を進めています。
※ OHSAS（Occupational Health and Safety Assessment Series）： 国際
コンソーシアムによって策定された労働衛生災害に関する規格

あらゆる階層の従業員と対話を継続

会社情報
●会社名
●所在地
●設立
●生産品目

●従業員数
●管理職への
現地従業員
の登用

●主な受賞歴

東芝情報機器フィリピン社（TIP）
フィリピン ラグナ州
1995年7月
1.8／2.5インチ
HDD（ハードディスクドライブ）
9,000人（2008年4月）
14部門中8部門の部長
（男性5人、女性3人）

①優秀輸出企業
②優秀環境企業
③優秀雇用企業を複数回受賞
　（いずれも輸出加工区から受賞）

社長（矢野、写真左端）自ら、さまざまな従業員と対話して職場環境を改善

17 東芝グループCSR報告書2008

特集　   グローバルなCSR経営の推進 
従業員とともに



二次調達先も含めたCSR調達を推進

労働安全衛生を高い水準で維持

従業員が最大の財産です。
オープンで建設的な対話で、
その期待に応えています
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南京
上海

常州

各地各様の
課題に応じた取り組み
東芝グループは、事業を展開している世界各国の拠点で、

経営理念に掲げる「人間尊重」「豊かな価値の創造」「世界

の人々の生活・文化への貢献」の実践に取り組んでいます。

こうした活動の指針となる「東芝グループ行動基準」では、

地域社会との関係について「地域社会の文化・慣習を尊重」

「地域社会とのコミュニケーションの拡大」「地域社会への貢

献活動に積極的に参加」「地域社会の環境活動に積極的に

参加」などを定めています。

東芝グループの役員･従業員は、この行動基準の精神をふ

まえて、各拠点が所在する国や地域において、各地各様の課

題の解決に積極的に取り組んでいます。

調達先の成長支援を通じて
地域社会に貢献

事例  中国・常州東芝変圧器社

需要増大に応え、
経営現地化に取り組んだ10年

会社情報
●会社名
●所在地
●創業
●従業員数
●生産品目
●管理職への現地
従業員の登用

●主な受賞歴

19
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CTCには、CSR優良企業として
リーダーシップを発揮していただきたい

常州市からのメッセージ

現地調達先を指導し、成長を支援

品質・環境マネジメントなど多くを学び、
成長しています

CSR優良企業として地域に貢献しながら
中国のインフラニーズに応える

品質や経営について会社の意識が変わりました
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東芝グループの経営理念体系

東芝グループは、人間尊重を基本として、豊かな価値を創造し、
世界の人々の生活・文化に貢献する企業集団をめざします。

人を大切にします。
東芝グループは、健全な事業活動をつうじて、

顧客、株主、従業員をはじめ、すべての人 を々大切にします。

豊かな価値を創造します。
東芝グループは、エレクトロニクスとエネルギーの分野を中心に

技術革新をすすめ、豊かな価値を創造します。

社会に貢献します。
東芝グループは、より良い地球環境の実現につとめ、
良き企業市民として、社会の発展に貢献します。

国連グローバル・コンパクト※
グローバル企業としての責任

東芝グループ行動基準
東芝グループ一人ひとりが
遵守すべき具体的な行動規範

東芝グループ経営ビジョン
東芝グループ全員が共有する
価値観と目標

東芝グループ経営理念
東芝グループがめざすべき使命

※ 国連グローバル・コンパクト：
1999年に国連のコフィー・アナン事務総長
によって世界経済フォーラムで提唱された、
人権、労働、環境、腐敗防止に関する自主
行動原則。東芝は2004年に参加

東芝グループ経営理念

東芝グループスローガン

経営理念とステークホルダー

ステークホルダーの皆様と対話しながら
経営理念を実践しています
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●日常の営業活動
●コールセンター（電話・e-mailなど）
●モニター制度
●「CS（お客様満足度）調査」

●株主総会
●投資家向け説明会
●アンケート
●投資家向けホームページ

●日常の調達活動
●生産概況などの説明会
●CSR調査

●従業員意識調査（TEAMサーベイ）
●対話会、情報交換会

●対話会、情報交換会
●工場見学
●従業員の地域活動への参加

●経済団体、業界団体を通じての対話

●協働を通じた対話
●ステークホルダー・ダイアログなどで
の意見交換

●人権・多様性の尊重
●公正な評価・処遇
●多様な働き方の支援
●就業能力の維持・向上
●人財の活用と育成
●労働安全衛生と健康への配慮

東芝グループの従業員は、550社、約
20万人（2008年3月末）。連結子会
社の拡大などによって、従業員数は前
年度末から約2万人増えました。

家電やデジタル製品から電子デバイ
ス、社会インフラまで幅広い商品群を
抱えている東芝グループのお客様は、
個人、法人のお客様、官公庁など多
岐にわたります。

主なステークホルダー 東芝グループの主な責任 日常的な対話の主な方法・機会

●お客様満足度の向上
●安全・安心で価値ある製品・サー
ビスの提供
●環境調和型製品･サービスの提供
●ユニバーサルデザインの推進
●お客様への適切な対応・サポート
●製品情報の適切な提供
●お客様情報の適正な管理

株主総数は約37万5,000名。発行済
株式総数約32億株の所有者別議決
権比率は、金融機関が43.0%、個人・そ
の他が27.3%、外国法人などは24.6%
となっています（2008年3月末）。

●適時・適切な情報の開示
●利益の適正な還元　
●企業価値の維持･増大
●社会的責任投資（SRI）への対応 株主・投資家

お客様

●地域の文化や慣習の尊重
●環境への配慮
●事業場での事故・災害防止
●周辺地域での災害時支援
●地域社会への貢献活動

東芝グループは、世界30ヵ国以上に
主要な事業場を置いています。それ
ぞれの地域の文化や歴史、慣習を尊
重しながら活動を行っています。地域社会

●法令の遵守
●税金の納付
●社会的問題の改善・解決のため
の政策への協力

東芝グループは世界各国で事業を展
開。各国の政府・自治体は、製品を納
入するお客様でもあります。政府・自治体

●公正な取引
●調達取引先の公平な選定
●オープンな取引機会
●CSR遂行への協力要請
●CSR遂行のための支援

継続的に取引している調達取引先は
国内約4,000社、海外約1,000社。
国内調達取引先の約40%は、下請法
の対象会社です（2008年3月末）。調達取引先

●世界的諸問題の解決に向けた
協働・支援

●社会貢献活動の重点分野に
おける協働

環境・人権・社会貢献など幅広い分
野のNPO・NGOと積極的に対話し、
相互の得意分野を活かしたパート
ナーシップを築いています。NPO・NGO

従業員

主なステークホルダーと東芝グループの責任主なステークホルダーと東芝グループの責任
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大項目

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

社
会
性
報
告

環
境
報
告

2007年度の目標 2007年度の主な実施項目
グループ会社を含めた内部統制システムの徹底、
運用定着のための諸施策の実施

技術・生産コンプライアンス体制と営業コンプライ
アンス体制をグループとして再構築

「東芝グループ行動基準」のグループ会社におけ
る教育推進

コンプライアンス教育の推進

東芝グループCS調査の継続と、結果に基づく
CS向上施策実施

品質管理体制と品質リスク体制の強化    

コールセンターの「通話の満足度」調査実施拡大
とグローバルでのお客様対応力強化・推進

ユニバーサルデザイン製品開発の拡大・推進

取扱説明書改善活動の強化

株主への情報発信の強化・充実   

「ワーク・スタイル・イノベーション」の推進  

安全な職場環境づくり

仕事と家庭の両立支援    

女性従業員の活躍支援    

外国人従業員の活用

障がい者の活用  

高齢者の活用

グループ会社を含めた調達遵法体制強化

調達先へのCSR推進／中国・アジアの調達先を
対象にした実態調査

世界各地で社会貢献活動プログラム数
2006年944件→1,000件

「150万本の森づくり」の推進  累計30万本の
植・育林

社会貢献従業員ボランティア資金支援制度をグ
ループに拡大

「環境ビジョン2010」と「第4次環境ボランタリー
プラン」の着実な実行

海外マネジメント体制の強化（総括現地法人の
体制強化、海外監査の見直し）

環境調和型製品の売上高比率の拡大   

製品含有物質の管理徹底

地球温暖化対策の推進   

使用済み製品のリサイクル実施拡大

全サイトでのゼロエミッションの推進

化学物質の水域、大気への排出量削減

環境ホームページによる情報発信の強化
マスメディアを通じた環境への取り組みおよび展
博の出展の継続

CSR報告書（日本語・英語・中国語）、ホームペー
ジの充実

全社レベル統制の有効性評価を実施

技術・生産コンプライアンスと営業コンプライアンス委員会活動を通じた、
全事業分野をカバーするコンプライアンスの徹底

国内グループ会社でe-ラーニング実施、海外での教育推進  

営業コンプライアンス、下請法、電安法、技術者倫理など教育を実施

法人および個人向けVOC（お客様の声）調査の実施と、VOCに基づく
PDCAサイクル改善の加速

東芝グループ品質管理体制の強化・推進
ホームページで消費生活用製品安全法に基づく事故情報を積極的に開示

コールセンターの応対品質の自己点検実施
電話応対スキル教育の実施（日本国内、東南アジア）
ユニバーサルデザイン製品開発の拡大推進

デジタルAV事業部の取扱説明書改善プロジェクトによる改善

単元株以上のすべての株主の方々に株主通信のアンケートを実施し、施
策を強化

効率的でメリハリある働き方の実現に向けた取り組み
（ハンドブック作成（ホームページ版）、スキル習得のための教育）
東芝およびグループ会社で累計32社がOHSAS18001認証取得

母性保護関連制度、育児支援関連制度の見直し、産前産後休業、休職
前後における三者面談の仕組みづくり

女性管理職養成教育推進、積極的登用、女性役職者との情報交換
会開催
外国籍従業員の採用拡大、情報交換会の開催

対象グループ会社すべてで法定雇用率（1．8%）達成、情報交換会の開催

雇用延長制度の改定を通じた高齢者のさらなる積極的活用

グループ会社に対して遵法巡回指導の実施（161社）

調達先CSR調査の実施（265社）  

活動プログラム1,115件     

累計33万8千本     

目標どおり実施     

総合環境効率向上の目標値を達成（1．63に対し1．77）。また「第4次環境
ボランタリープラン」を2012年度まで延長

計画どおり海外総括現地法人（中国、アジア）体制を強化。また、海外監
査を新監査方式に移行するとともに、ローカル監査員の育成を実施

「第4次環境ボランタリープラン」年度目標に対する進捗： （以下すべて）
目標を達成（30%に対し31%拡大）

目標を達成（60%に対し63%）

「第4次環境ボランタリープラン」年度目標に対する進捗： （以下すべて）
目標をすべて達成（CO2、CO2以外、物流CO2）
目標を達成（154%に対し155%）

目標を達成（ゼロエミッション達成拠点46%に対し48%達成）

目標に未達（23%に対し14%削減）

環境ホームページで、冊子にない情報の提供および定期的な情報発信

環境企業広告および国内外への環境展示会の実施

CSR報告書（日本語・英語・中国語）の計画どおりの発行、アジア・北米・欧
州でのCSRホームページによる情報発信

コーポレート・ガバナンス

リスク・コンプライアンス

お客様への責任

株主・投資家への責任

従業員への責任

調達取引先への責任

地域社会への責任

環境マネジメント体制の
強化

環境に配慮した
製品・サービスの提供

環境に配慮した
生産・販売プロセスの
構築

環境コミュニケーションの
推進

コミュニケーション

目標と実績

年度ごとに活動を評価しながら、
グローバルな規模で取り組みを進めています

2007年度の主な実施項目と2008年度の目標・計画
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金融商品取引法、会社法に基づく内部統制の徹底         

グローバルな公正競争の徹底と生活者の視点を重視した法令などの遵守     

東芝グループ従業員への「東芝グループ行動基準」の徹底      
コンプライアンス教育の推進

アフターサービスCS調査の推進         

製品安全・コンプライアンスの推進
品質人財育成教育の推進

コールセンター応対品質自己点検結果の向上
グローバルでのお客様対応力強化・推進

ユニバーサルデザイン製品開発の浸透（教育の実施、グループ内情報共有）
取扱説明書の品質向上と標準化に向けた取り組み強化

国内外投資家とのコミュニケーションの強化・定例化と新規開拓
個人投資家向け証券会社アナリストへの情報発信強化

効率的でメリハリある働き方の実現に向けた取り組み（各部門における取り組み例を掲載したハンドブック作成）  

連結製造子会社のOHSAS18001認証取得

両立支援制度の周知（わかりやすい両立支援パンフレットの作成）     

女性従業員の積極的登用・活躍支援（役職者昇格前研修への計画的派遣、性別に関係なく活躍する風土の常態
化への取り組み）

外国人従業員の採用拡大・活躍支援（採用活動の拡大、配属前研修・配属後フォローアップの実施）

対象グループ会社すべてで法定雇用率（1．8%）維持     
高齢者の活躍支援（雇用延長制度の適切な運用）

グループ会社に対して遵法監査体制の強化

調達先へのCSR推進徹底（CSR調達方針改定と周知徹底）      

世界の各地域で社会貢献活動　活動プログラム数1,200件           

「150万本の森づくり」の推進　累計40万本の植・育林      

         
    

「環境ビジョン2050」「第4次環境ボランタリープラン」拡張の定着     

海外地域総括会社の体制強化継続ならびに人財育成の施策の推進       

環境調和型製品の売上高比率の拡大およびExcellent ECPの創出拡大とエコプロダクツによるCO2排出量削減
効果の拡大（「第4次環境ボランタリープラン」追加項目）

製品含有物質の管理徹底（2012年度まで延長）

地球温暖化対策の推進（2012年度まで延長）      
 

使用済み製品のリサイクル実施拡大（2012年度まで延長、海外強化）や、全サイトでのゼロエミッションの推進

水資源の有効活用（「第4次環境ボランタリープラン」追加項目）

化学物質の水域、大気への排出量削減推進（2012年度まで延長）

「環境レポート」の発行。環境ホームページによる情報発信の強化継続

国内外のマスメディアを通じた環境広告および広報の推進と国内外展博の出展の継続

ホームページの情報発信強化（開示項目および内容の充実・強化）

2008年度の目標・計画目標の達成度※ 掲載ページ

P27

P33

P33

P31、32

P33

P37

P35、36

P28、29

P39～41

P38

P42～44

P55

P48～54

P47、48

○

○

○

○

○

○

○

○

○
○

○

○

○

○

○

○
○
○
○

○

○

○

○

○

○

△

○

○

○

○

○

○
○
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マネジメント
2008年度東芝グループCSR活動方針

世界中の東芝グループ
従業員一人ひとりへ
CSR経営の浸透・定着を
図っています

CSR経営の考え方

経営方針の柱の一つと位置づけ、グローバルな
サプライチェーン全体を見据えて活動しています

CSR推進体制

CSR推進委員会で毎年度の活動方針を
決定して取り組みを進めています

25
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取締役会社　長

国内グループ会社
CSR推進責任者

社内カンパニー、主要グループ会社

海外グループ会社

人権・従業員満足

多様性推進
アドバイザリーコミッティ
人権啓発委員会

CSR推進委員会

環境

地球環境会議

コンプライアンス

リスク・
コンプライアンス

委員会

品質

品質統括責任者
会議

CSR本部

CSR推進室

社会貢献

社会貢献委員会

お客様満足

CS委員会

CSR推進責任者

CSR推進責任者

評価・表彰名 評価結果 発表時期

日経「プリズム（優れた企業）ランキング」
のCSR（柔軟性・社会性）項目

日経「環境経営度ランキング」

東洋経済「CSRランキング」

2位

2位

2位

2008年3月

2007年12月

2008年5月

東芝グループのCSR推進体制

CSR点検・監査

社内カンパニーなどで重点テーマを設定して
推進状況を3ヵ月ごとに点検していきます

従業員への啓発

12月をCSR月間と定め、カンパニー、事業場、
グループ会社で、ＣＳＲ活動を展開しました

CSRに関する社外からの評価

マスコミやSRI（社会的責任投資）調査機関から
高い評価を得ています

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

社
会
性
報
告

環
境
報
告
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監査

選解任

選解任

株主総会

取締役

取締役会 監査

監査

監査

経営監査部 連携

指名委員会
（社内１名、社外２名）

監査委員会
（社内２名、社外３名）

報酬委員会
（社内２名、社外３名）

代表執行役

執行役

執行部門

監督

コーポレート・ガバナンスの体制

経営の機動性と監督機能を
高め、企業価値の向上を
めざしています

東芝のガバナンス体制

社外取締役の監督機能を活かしながら、
機動性、透明性の高い経営に努めています

内部統制システム

グループ全体で内部統制の強化を図っています

役員報酬制度

取締役・執行役の職務執行を
有効に機能させるための報酬制度を導入しています
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コンプライアンス・リスク管理推進体制

社長

リスク・コンプライアンス委員会

技術・生産コンプライアンス委員会

営業コンプライアンス委員会

※ CPL： CL（契約に基づく品質保証責任）とPL（製造物責任）を合わせた略称

カンパニーリスク・
コンプライアンス
委員会など危機管理委員会

訴訟委員会

海外安全委員会

CPL※検討委員会

全社災害対策統括本部

東芝グループ コンプライアンス方針

生命・安全、コンプライアンスの
最優先を基本方針として
透明な経営をめざします

リスク・コンプライアンスの考え方と体制

重点テーマを設定し、徹底に努めています

リスク・コンプライアンス教育

国内外でさらなる充実を図っています

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

社
会
性
報
告

環
境
報
告
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東芝の通報制度

(                            )

(                   ) (                   )

事務局
法務部

リスク・コンプライアンスセンター

関係
部門

従業員

弁護士事務所

調達などの
取引先従業員

調査依頼
是正指示

内容のみ
連絡 報告

報告

通報 回答 通報 回答通報 回答

「リスク相談ホットライン」
社内ホームページで

アクセス

「クリーン・パートナー・ライン」
社外ホームページで

アクセス

コンプライアンスの状況の点検・監査

従業員の意識は着実に向上しています

通報制度

グループ会社で積極的に導入を進めています

BCP（事業継続計画）によるリスク管理

輸出管理

法令を遵守した適正な輸出管理を徹底しています

大規模災害などに備えた管理の強化を
図っています
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東芝グループ情報セキュリティ管理体制

社長

統括責任者
情報・セキュリティグループ担当執行役

情報セキュリティ委員会

情報セキュリティ委員会

情報セキュリティセンター

実施管理者

管理責任者（スタフ部門長、社内カンパニー社長）
スタフ、社内カンパニー

各部門（従業員）

情報セキュリティ管理体制
東芝グループ会社（国内・海外）

会社が保有する個人情報や
秘密情報、知的財産情報などの
適切な保護・管理に努めています

情報の保護･管理

すべての情報の適切な管理を国内外で徹底します

早くから個人情報保護を重視しています

秘密情報の保護を徹底しています

自社の権利を活用し、他者の権利を尊重します

知的財産に関するリスク管理を推進しています

知的財産の保護

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

社
会
性
報
告

環
境
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告
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東芝グループは、デジタル機器、家電機器から社会

システム、産業用機器など幅広い分野で、多くの方が

利用するさまざまな製品を開発・供給しています。製品

開発にあたっては、誰でも安心・安全にお使いいただけ

るユニバーサル・デザインを推進するとともに、製品の

普及を通じて社会的な課題の解決につながることをめ

ざしています。

東芝グループでは、お客様やご利用いただく方 と々

積極的に対話して、ご意見やご要望、ご提案を製品開

発に活かしています。さまざまな方の声をお聞きして、機

器やサービスの利用状況を理解し（知る）、アイデアや

コンセプトを具体化した試作をおこない（つくる）、その

試作をお客様に評価していただく（確かめる）̶̶という

対話に基づく検証プロセスを繰り返すことで、お客様に

満足していただける製品を開発し、社会に新しい価値

を提供していきます。

社会性報告

本業を通じて社会の課題解決に貢献

皆様の“声”を発想の原点に

ステークホルダー・ 
エンゲージメント 
ハイライト

「対話」に基づく
製品開発

ステークホルダー・エンゲージメントの詳細は、
ホームページに掲載しています
http://www.toshiba.co.jp/csr/jp/engagement/
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マンモグラフィによる乳がん検診受診率の低い理由の一つは、検
診時の痛みと心理的な不安です。これらを軽減して女性が安心・リ
ラックスして受診できるよう、診療放射線技師と検診を受ける方々の
声も取り入れた装置を開発しました。
そっと手を置けるアームレスト（特許出願中）など、人間工学に基
づく人にやさしいデザインは「2007年グッドデザイン金賞」など、国内
外のデザイン賞を数多く受賞しています。

エスカレーターに乗る時に不安を感じるという高齢
の方は少なくありません。こうした方々からご意見をう
かがって、設計に関するアイデアを評価・検証しなが
ら乗りやすさを改善した製品を開発。エスカレーター
の安全性向上をめざしています。

東芝グループでは、障がい者雇用を促進するとともに、障がいのある人
にも使いやすい製品づくりのために「ユニバーサルデザイン・アドバイザー
制度」を設けています。この制度では、障がいのある従業員がインタビュー
やアンケート調査、製品評価などに参加し、その結果を製品開発に活かし
ています。
デジタル複合機は、車いすの使用や身長差、画面の反射にも配慮し、角
度が調節できる操作パネルを採用しています。

乗りやすい
ステップを検証

デジタル複合機のパネルを検証

乳房Ｘ線撮影装置
「PeruruTM」の検証

人間工学に基づいた
アームレスト

『受診者の痛みと心理的な不安を軽減してほしい』

より多くの方に乳がん検診を

という、操作する技師の方々からのご要望を受けて

痛みや不安を軽減した
「マンモグラフィ（乳房Ｘ線撮影装置）」の開発

『エスカレーターに足を踏み出す時、ためらってしまう』

高齢の方に安全・安心を

という、利用者の声を受けて

安全で乗りやすい
エスカレーターの開発

『事務機をもっと使いやすくしたい』

誰もが快適に働けるオフィスの実現

という、障がいのある従業員の意見を受けて

一人でも多くの方に使いやすい
「デジタル複合機」を開発
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東芝グループ ＣＳ推進方針

お客様の声を、
経営・事業活動・製品開発に
適切に反映して、お客様満足
度の向上に努めています

お客様満足に対する考え方

お客様の声を基に活動を評価・検証し、
継続的に改善しています

修理・サービスを担うグループ各社で
品質向上に取り組んでいます

社会性報告

お客様への責任

お客様への対応・サポート

お客様相談窓口での応対品質向上のために
東南アジアで電話応対スキル研修を実施しました
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ステークホルダー・
エンゲージメント

お客様との対話に基づいた
東芝ソリューション（株）の
製品・サービス開発

１．HD DVDプレーヤー・レコーダー製品のサポート、アフターサービス

２．ＨＤ ＤＶＤ録画用メディア供給

HD DVD事業終息にともなうお客様対応

お客様の声の反映

ご意見・ご要望をグループで共有して
事業活動に活かしています

職種にかかわらずＣＳ教育を実施しています

２年連続でクライアントパソコンの
顧客満足度総合第１位の評価をいただきました

経営トップ
商品企画
開発
品質管理
サービスお客様

コールセンターなど

電話

FAX

MAIL

お客様の声
共有システム

お客様の声
データベース

より良い製品、サービス

お客様の声を事業活動に活かす仕組み

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

社
会
性
報
告

環
境
報
告
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東芝グループ 品質方針

お客様視点での品質向上

お客様満足度No.1を獲得できる高い品質をめざし
グループでの品質管理体制を強化しています

電気用品安全法をはじめ、
安全に関する法令遵守を徹底しています

製品の安全性確保

東芝グループ 製品安全に関する基本方針

基本方針に基づいて、製品の安全を確保します

製品事故情報を積極的に開示しています

社長

品質担当役員
（品質統括
本部長）

品質
推進室

カンパニー・
主要グループ会社

社長
（品質責任者）

品質統括
責任者

カンパニー・
主要グループ会社

国内・海外グループ会社

国内・海外製造
委託会社

国内・海外 
保守・サービス会社

国内・海外販売会社

品質推進体制
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製品事故や不具合発生時の対応

製品事故情報は、積極的に、
お客様に情報提供しています

家電製品の長期使用による事故を
未然に防止するために、注意喚起しています

東芝グループの製品事故時の対応体制

所
管
官
庁

報
道
機
関

重
大
製
品
事
故

CPL委員会
●委員長
カンパニー社長

●品質統括責任者
 
●品質部門代表
●技術部門代表
●営業部門代表
●コーポレートスタッフ

品
質
統
括
責
任
者

お
客
様
対
応
窓
口

グループ会社

●社長
●品質統括本部長

グループ会社への
情報展開

販
売
店
・
代
理
店

お
客
様

消
防
・
警
察
署

製品
事故情報

製品を安全に使用していただくために
積極的に情報提供をしています

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

社
会
性
報
告

環
境
報
告
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適時・適切、公平性に
留意した企業情報の開示を
通じてコミュニケーションを
図っています

情報開示とＩＲ活動

社会性報告

株主･投資家への責任

適時・適切な情報開示を基本にしています

株主との対話の機会を増やしています

積極的なＩＲ活動で投資家の関心に応えています

IRにかかわる社外からの評価について

ステークホルダー・
エンゲージメント

株主の皆様の声に応えて
株主通信の年5回発行を決定

評価者 内容

ゴメス・コンサル
ティング（株）
 
大和インベスター・
リレーションズ（株）

日興アイ・アール（株）

「IRサイト総合ランキング」1位受賞
（調査対象企業 国内3,934社）

「インターネットIR・ベスト企業賞」を
3年連続 通算6回受賞
（調査対象企業 国内1,844社）

「全上場企業ホームページ充実度ランキング
調査」最優秀サイト受賞
（調査対象企業 国内3,988社）

ＩＲホームページに関する社外からの評価（2007年度）

SRI（社会的責任投資）の評価（2007年度）

評価名 評価結果

スイスSRI調査機関SAM社に
よるCSR企業評価
イノベスト社（米国）
「社会・環境格付調査」
パブリック・リソースセンター（日本）
「企業の社会性に関する調査」
（株）インテグレックス（日本）
「企業の誠実さ・透明性」調査

「金（Gold Class）」
「有力企業（Sector Mover）」

AAA（最高位）

A（最高位）

1位
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社会性報告

調達取引先への責任

グローバルに事業を
展開するなかで
ＣＳＲに配慮した調達を
進めています

調達に関する体制

専任組織を設置してCSR調達を推進しています

グループ各社への教育・監査を実施しました

公正な取引の徹底

お取引先様からの通報窓口を開設しています

国内外の取引先にCSR遂行を要請しています

サプライチェーンでのＣＳＲ推進

調達取引先様へのお願い（一部抜粋）

人権・労働安全衛生をテーマに
調達取引先へのCSR調査を継続実施しました

環境に配慮した調達を継続しています

区分 確認項目

人権・労働

安全衛生

1.強制的な労働の禁止、2.非人道的な扱いの禁止、3.児童労
働の禁止、4.差別の禁止、5.適切な賃金、6.労働時間、7.従業
員の団結権
1.機械装置の安全対策、2.職場の安全、3.職場の衛生、4.労働災
害・労働疾病、5.緊急時の対応、6.身体的負荷のかかる作業への
配慮、7.施設の安全衛生、8.従業員の健康管理

人権・労働安全衛生に関するCSR調査の確認項目

項目 2006年度 2007年度

取引先のグリーン度※1

グリーン購入率※2

※1 主要な継続取引先数に占める環境保全活動優良取引先の比率
※2 集計対象範囲: 東芝の事務管理部門におけるOA機器・事務用品類

91.6%

74.1%

93.0%

76.0%

調達における環境配慮の状況（東芝）

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

社
会
性
報
告

環
境
報
告
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人権を尊重し、
多様な人財がともに
活躍できる職場づくりを
進めています

人権の尊重・差別禁止

グループの全従業員を対象に、
人権教育・啓発を推進しています

多様な人財がともに
活躍できる組織・風土づくりを進めています

社会性報告

従業員への責任

労働三権の保障を表明しています

専任組織を設置して取り組みを進めています

多様性の尊重と「ワーク・スタイル・
イノベーション」の推進

女性が活躍するための支援に取り組んでいます

すべての国内連結子会社（法適用対象）で
障がい者法定雇用率を達成しました

2006年6月 2007年6月 2008年4月

東芝

国内東芝グループ

1.92%

1.81%

1.96%

1.97%

1.91%

2.15%

障がい者雇用率の推移（東芝は特例子会社を含む）

東芝 東芝グループ
（国内連結子会社）

（単位： 人）

正規従業員
　役職者
　一般者

※ 2008年3月末時点。出向者を除く

男性

28,028
5,145
22,883

女性

3,648
144
3,504

計

31,676
5,289
26,387

男性

101,251
19,785
81,466

女性 計

14,005
255

13,750

115,256
20,040
95,216

男女別正規従業員数と役職者数　
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ライフステージに応じて
働き方を選択できる制度を拡充しています

「ワーク・スタイル・イノベーション」の推進

ステークホルダー・
エンゲージメント

従業員の声を活かして仕事と家庭の両立支援制度を拡充

グローバル人財の育成 

グローバル人財の育成を、
経営方針の柱にして取り組みます2006年6月 2007年6月 2008年4月

育児休職

介護休職

短時間
勤務

期間: 子が満3歳に到達
配偶者が働いていなくてもよい

期間: 被介護者1人につき
365日まで

期間: （育児）小学3年生まで
（介護）被介護者1人3年まで

男性: 7人
女性: 333人

男性: 3人
女性: 7人

男性: 3人
女性: 355人

男性: 5人
女性: 333人

男性: 3人
女性: 8人

男性: 5人
女性: 397人

制度 内容 2006年度 2007年度

多様な働き方を支援する制度と利用実績（東芝）

育児休職制度

再雇用制度

育児・介護休職前の
「相互理解プログラム」

短時間勤務制度

期間の延長
満1歳の4月末まで→満3歳到達まで

適用対象者の退職事由を拡大
「配偶者転勤」「介護」に「出産・育児・養育を
目的とする退職」を追加

プログラムを整備
休業・休職前に取得者、所属上長および人事
担当が諸制度について話し合う機会を設ける

フレックスタイム制度との併用を可能に

期間の延長
小学校入学前まで→小学校3年修了まで

2007年度までに実現した制度

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

社
会
性
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告
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個人の意欲を尊重し、適材適所を実現します

従業員の心身の健康を支援しています

経営の最重要課題として
従業員の安全・健康の確保に努めています

安全と健康（労働安全衛生）

国内外の全製造拠点で
OHSAS18001認証取得を進めています

従業員の声を聞く仕組み

グループ各社で従業員の意識を調査しています

人財の活用と育成

従業員のキャリア形成を支援しています

2.0

（100万時間当たり件数）

1.6

1.2

0.8

0.4

0 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 年度
（データ範囲： 国内東芝グループ）

1.18
1.10 1.00 1.01 1.02

1.95 1.90

1.02 1.02 0.97 0.98 0.98 0.99

1.89
1.75 1.72

1.80 1.82 1.79 1.77 1.78
1.85

0.185 0.235 0.165 0.180 0.155 0.135 0.140 0.130 0.195 0.185 0.113

全国全産業
の平均

全国製造業
の平均

東芝
グループ

0.101

労働災害発生件数の推移
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事故・災害発生時の対応

事業場での事故発生を防ぐため、
日頃から安全管理に努めています

社会性報告

地域社会への責任

世界各地で顔が見える
コミュニケーションを推進し、
東芝らしさを活かした
活動を展開しています

地域社会とのコミュニケーション

地域社会との調和を大切にしています

地震など災害発生時には
迅速な復旧・救援活動に努めます

工場見学（製造ラインや環境施設など）

小中高校生の数日間の実習の受け入れ

グラウンドや体育館の開放

従業員による事業場周辺の清掃

従業員による献血

地域との交流を目的としたお祭り

62事業場

22事業場

24事業場

103社で190回、
12,209人参加

計3,280リットル、
9,112人参加

31事業場

内容 2007年度の実施実績

事業場でのコミュニケーション例（日本）

マ
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東芝グループでは、各社・各事業場の社会貢献推進者（国内

265人、海外120人）が活動を推進しています。その計画や評価

を、CSR推進委員会の下部組織である「社会貢献委員会」が

担っています。

2007年度は、グループ199社の従業員8万人以上が参加し

て、1,115件の社会貢献活動を実施しました。それらすべてにつ

いて、社会貢献委員会で目的、従業員の参加、独自性、継続性、

社会への影響、社外団体との協働など9項目で評価。特に顕著

な成果をあげた16件の活動を12月に社長表彰しました。

東芝では、ボランティア活動のための休暇制度を設けており、

2007年度は15人が利用しました。また、従業員が活動にかか

わっているNPOや団体に対する寄付制度（1件10万円）の対象

を、従来の東芝のみからグループ全体に広げ、20団体を支援し

ました。これらに加えて、2007

年7月には東芝本社でボラン

ティアフェアを開催。国際協

力団体による活動紹介などを

通じて、従業員のボランティア

活動への理解を深めました。

北米での科学技術コンテスト
科学に対する興味と理解を深め、才能を伸ばしていくことを目

的に、全米科学教師協会（NSTA）と協働で、アメリカとカナダ

の子どもたちを対象とした科学技術コンテスト「エクスプロラビ

ジョン・アウォード」を1992年から開催しています。

これは、幼稚園児から高校生までの子どもたちが2～4名で

チームを組み、教師の指導を受けながら20年後の技術と人々

の暮らしを提案するも

のです。16回目となる

2008年は4,527チー

ム、1万4,042人が参加

し、第1回からの累計参

加者数は24万6千人と

なりました。

東芝科学館
川崎市にある東芝科学館は、楽しく科学技術を体験できる

企業博物館として、修学旅行や社会科見学などに多く利用さ

れています。1961年の開館以来の来場者数は、800万人を

超えています。

東芝科学館では、毎週土曜日と夏休みなどにNPO法人と協

働で実験教室を開催し、年間約6,800人の小中学生が参加し

ています。また、2004年に東芝科学館内に設立された小向東

芝少年少女発明クラブでは、東芝研究開発センターの従業員

や近隣の小学校教師がボランティアで指導員となり、約150人

の小中学生が１年間に

わたって発明に挑戦しま

す。また2007年度には

近隣の小学校・児童館

へ出向いての「出張科

学教室」を、約60校で開

催しました。

世界各国の技術系大学生の研修受け入れ
科学技術の習得とともに、日本の文化・生活に親しんでもらう

ため、1989年から「東芝インターンシッププログラム」を実施して

います。世界各国の大学生、大学院生を東芝研究開発センター

などで受け入れ、数ヵ月間の研修を行います。2007年度は7ヵ国

から12人を受け入れ、累計478人となりました。

社会貢献活動

従業員のボランティア活動を支援しています

2007年度の主な活動

8万人以上の従業員が参加して、世界各地で
東芝らしさを活かした活動を展開しています

東芝グループ 社会貢献基本方針

１． 東芝グループ経営理念、東芝グループ行動基準に基づ
き、積極的に社会貢献に努めます。

２． 自然環境保護、科学技術教育、スポーツ・文化振興、社会
福祉、国際親善の分野を中心に社会貢献活動を実施します。

３． 従業員のボランティア活動を支援します。

自然環境保護
2％

社会福祉
15％

支出総額： 約40億円※1（データ範囲： 東芝グループ）

※1 支出には、1.寄付金、2.自主プログラム、3.製品寄贈が含まれています
※2 その他には、災害支援や施設開放（体育館など）などが含まれます

科学技術教育
29％

スポーツ・文化振興
12％

その他※2
（災害支援など）
16％

国際親善
26％

社会貢献活動への支出額の分野別内訳（2007年度）

東芝本社でのボランティアフェア

表彰式で作品について説明する子どもたち

科学の楽しさを体験できる実験教室
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途上国での教育を支援

デジタル・インクルージョンの推進

１５０万本の森づくり

ステークホルダー・
エンゲージメント

インドにおいてNGOと協働で
「東芝の森」づくりを推進
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東芝グループでは、人類共通の課題である地球環

境問題に積極的に取り組んでいます。

将来のあるべき地球の姿を見据えて、2007年11月

に「環境ビジョン2050」（P10参照）を策定。その実現

に向けて、自主行動計画の期間を延長するとともに、

新たな項目の追加と、重要項目の目標を上方修正しま

した（P48参照）。このビジョンと計画に基づいて、世界

各地のグループ会社それぞれが環境問題の解決に貢

献していくことをめざしています。

環境負荷の現状や、その低減に向けて注力すべき

課題は、国や地域によって異なります。東芝グループ

各社では、環境経営を推進していくうえで、自らの事業

特性はもちろんのこと、地域の現状と課題をふまえた

活動に努めています。

そのために、東芝グループの事業にかかわる方々や

有識者の方々からご意見やご要望をうかがうステーク

ホルダー・ダイアログ（対話）を積極的に開催していま

す。2006年4月にタイで、2007年3月に中国と米国で

開催し、その後いただいた声をそれぞれの活動計画に

反映して各地で推進しました。

今後も活動を充実させていくために、各国・各地で対

話の機会を増やしていきます。

環境報告

ステークホルダー・ 
エンゲージメント 
ハイライト

グローバルな環境問題の解決に向けて

各地のローカルな事情や特性をふまえて

「対話」に基づく
環境への取組み

ステークホルダー・エンゲージメントの詳細は、
ホームページに掲載しています
http://www.toshiba.co.jp/csr/jp/engagement/
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『環境問題への明確なメッセージとコミュニケーションを』

米国では、「地球温暖化、リサイクルなど関心が高まっている
テーマに対する東芝の企業姿勢を明確に伝えるべき」というご意
見を有識者からいただきました。これを受けて、2007年11月に発
表した「環境ビジョン2050」に基づき、グループの方針や取り組み
について、2008年1月に開催されたCES（国際コンシューマー・エ
レクトロニクス・ショー）などの展示会で積極的に情報発信しました。

『中国における環境活動の牽引役として期待』

中国政府は、経済発展と環境保護の両立
に注力しています。こうした政策に貢献していく
ために、2007年に実施したステークホルダー・
ダイアログで有識者から受けたご意見をふまえ
て、同年11月に中国政府関係者を招いた「省
エネ・環境技術フォーラム」を北京で開催。省エ
ネルギーなどの環境負荷低減技術を活かして
中国の持続可能な発展に貢献していく意思を
表明しました。

『環境問題への理解と解決につながる活動を広めてほしい』

タイ東芝グループでは、省エネルギーと地球温暖化防止の取
り組みについて学ぶことを目的に２００７年３月に高校生、教師、
地域の方々、従業員が参加する「環境学習キャンプ（Energy 
Preservation Camp）」を実施しました。
この活動のなかで、マングローブの森を守るために、国立環境公園
に1,524本のマングローブの木を植樹したほか、東芝グループ10社
9,246名の従業員がこのプロジェクトのために寄付をしました。

省エネ・環境技術フォーラム（2007年11月）

CES（国際コンシューマー・エレクトロニクス・ショー）（2008年1月）

環境学習キャンプ（2007年3月）

（2007年3月にニューヨークで開催したステークホルダー・ダイアログで）

米国でいただいたご意見を受けて

「環境ビジョン2050」に基づき
積極的に情報を発信

中国でいただいたご意見を受けて

（2007年3月に北京で開催したステークホルダー・ダイアログで）

「省エネ・環境技術フォーラム」を開催

（2006年4月にバンコクで開催したステークホルダー・ダイアログで）

タイでいただいたご意見を受けて

子どもたちや教師の方々と
環境問題を学ぶイベントを実施
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東芝グループの環境経営推進体制

東芝総合環境監査システム

海外グループ会社

海外グループ会社
海外グループ会社

社内カンパニー・主要グループ
会社地球環境会議

グローバル環境経営ネットワーク

各地域の
環境経営を
推進

コーポレート地球環境会議

社長

環境担当役員:議長

環境推進部

海外グループ会社

各社内カンパニー・
主要グループ会社社長

事業部

事業場

国内グループ会社

海外地域
総括責任者

経営
幹部 中国地域総括会社中国地域総括会社

東芝欧州地域総括会社欧州地域総括会社
米州地域総括会社米州地域総括会社

アジア・オセアニア地域総括会社アジア・オセアニア地域総括会社

海外グループ会社

環境経営監査
マネジメント、遵法、事業プロセス、製品、情報開示・コミュニケーション

対象:社内カンパニー・主要グループ会社14社（各社の子会社も含む）

サイト環境監査
環境経営度、現場、遵法

対象：110サイト、自己点検実施：115拠点

製品環境技術監査
マネジメント、製品技術

対象: 40事業部（約100製品群）

活動レベルの向上・リスク管理強化

地球と調和した
人類の豊かな生活に向けて
グループ550社が一丸となって
取り組んでいます

環境経営推進のために

グローバルな環境マネジメント体制を確立し、
運用しています

総合的な環境監査システムを構築し、
遵法徹底とリスク管理強化を図っています

「東芝グループ環境賞」による啓発
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ラン」の活動を京都議定書の第1約束期間に合わせて2012

年度まで延長するとともに、目標を見直しました。

「第4次環境ボランタリープラン」の拡張にあたっては、東芝

グループが2007年に策定した「環境ビジョン2050」（P10参

照）における「2050年までに2000年度比で総合環境効率を

10倍」に向けて、そこから逆算した目標を設定しています。

拡張に際し、新たな目標として、環境調和型製品「Excellent 

ECP」（P52参照）の創出件数や、エコプロダクツによるCO2排出

量削減効果、水受入量の原単位削減、の3項目を新設しました。

また、重要度が増している地球温暖化防止に関する項目につい

ては、取り組みを強化し、目標を上方修正しています。

東芝グループでは、1993年度に策定した「第1次環境ボラン

タリープラン」以後、第2次・第3次プランへと活動を続けるなかで、

項目や対象事業場を拡大しながら活動レベルを高めてきました。

2005年3月に発表した「第4次環境ボランタリープラン」で

は、2010年度に2000年度比で「総合環境効率2倍」を達成

するという「環境ビジョン2010」の実現に向けて、「製品の環

境効率向上」と「事業プロセスの革新」の両面で、具体的な目

標と施策を設定しました。

2007年度の達成状況は、製品の環境効率が2000年度比

で1.90倍（目標1.74倍）、事業プロセスの環境効率が同1.27

倍（目標1.19倍）、これらを合わせた総合環境効率が同1.77倍

（目標1.63倍）と、いずれも目標を上回っています。項目別に見

れば、1項目のみ目標を達成できませんでしたが、環境効率への

影響の大きな項目が計画以上に改善が進んでいるため、全体

としては目標を大きく上回りました。

こうした順調な進捗をふまえて、「第4次環境ボランタリープ

「第4次環境ボランタリープラン」の目標と実績

2.50

2.25

2.00

1.75

1.50

1.25

1.00

2000 2005 2006 2007 2008 2009 20122010 年度
0

「総合環境効率」を２.3倍に
（2012年度／2000年度）

総合環境効率

実績1.77倍

目標2.3倍

1.00

1.49

1.42

2.00

2.30

1.59

1.52
1.63

1.74
1.86

実績

計画

1.77

第4次環境ボランタリープランの達成状況と拡張内容

製品の環境効率向上

事業プロセスの革新

指標

環境調和型
製品の提供

資源の
有効活用

化学物質管理

地球温暖化
の防止

環境調和型製品の売上高比率
「Excellent ECP」の創出件数
製品に含まれる特定15物質※1

「エコプロダクツ」によるCO2排出量削減効果

エネルギー起源CO2排出量原単位削減
（対1990年）
　　　　　　　　　  国内生産拠点

CO2以外の温室効果ガス総排出量削減
国内製品物流にともなうCO2排出量原単位削減
廃棄物総発生量原単位削減
廃棄物ゼロエミッション※2達成拠点
使用済製品再資源化量拡大（対2001年）
水受入量生産高原単位削減
大気・水域への化学物質排出量削減

2010年
60%
15製品
全廃
630万t

25→45％

25→45％

35→36％
25→40％

2012年
80%
25製品
全廃
730万t

評価※3

○
－
○
－

○

○

○
○
○
○
○
－
△

2007年
31％
2製品
63%
470万t

新設

新設

上積

新設

※3 評価： ○目標達成  △改善は進むが目標未達　̶2008年度から目標を新設

42％

42％

35％
36％
28％
48％
155％
24％
14％

20％
100％
160％
9％
50％

47％

47％

38％
44％
24％
100％
180％
10％
54％

注）特記部分を除き、2000年度基準で国
内・海外、生産・非生産の全拠点が対
象です。原単位は活動を評価できる指
標として、物量ベース（実質生産額）と
しています

※1対象15物質群:（1）ビス（トリブチルす
ず）＝オキシド（TBTO）、（2）トリブチル
すず類（TBT類）・トリフェニルすず類
（TPT類）、（3）ポリ塩化ビフェニル類
（PCB類）、（4）ポリ塩化ナフレタン（塩
素数が3以上）、（5）短鎖型塩化パラ
フィン、（6）アスベスト類、（7）アゾ染料・
顔料、（8）オゾン層破壊物質、（9）放射
性物質、（10）カドミウムおよびその化
合物、（11）六価クロム化合物、（12）
鉛およびその化合物、（13）水銀およ
びその化合物、（14）ポリ臭素化ビフェ
ニル類（PBB類）、（15）ポリ臭素化ジ
フェニルエーテル類（PBDE類）（詳細
定義および除外用途は別途定めます）

※2 事業活動にともなって生じる副産物や
その他の発生物すべて（総排出量）に
対し、各種処理後の埋立処分量を1％
以下にすること

新たな目標を設定するとともに、
重要項目の目標を上方修正

「環境ビジョン2050」と
活動の進捗をふまえて
「環境ボランタリープラン」を
拡張しました

「第4次環境ボランタリープラン」の
見直しについて

「環境ビジョン2010」の順調な進捗をふまえて
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■ 使用済み製品回収量
（処理重量） 91,806t

■ エネルギー
電気 193,064TJ※3

■ エネルギー（国内製品物流分）
ガソリン 214kℓ

軽油 26,530kℓ

※4 発電機器を除く

資材・原材料※1 2,502千ｔ
鉄 983千ｔ（39.4％）
プラスチック 276千ｔ（11.0％）
その他 1,242千t（49.6％）

総発生量 281,518t
再資源化量 243,526t
最終処分量 12,748t

■ 水再使用量 6,106千m3
■ 水再生利用量 10,145千m3

総排出量 49,578千m3

ＢＯＤ 378t
ＣＯＤ 428t

浮遊物質 220t
全窒素 253t

排出量 2,286t 移動量 6,752t

ＣＯ２ 260万ｔ-ＣＯ２
ＰＦＣ 66万ｔ-ＣＯ２
ＨＦＣ 6万ｔ-ＣＯ２

ＳＦ６ 18万ｔ-ＣＯ２
その他 1万ｔ-ＣＯ２

ＳＯｘ 284ｔ
ＮＯｘ 1,285ｔ

ばいじん 49ｔ

■ 水 56,908千m3
工業用水  36,461千m3

水道水  8,272千m3

地下水   12,174千m3

その他      1千m3

■ エネルギー 58,097TJ※2
電力 49,983ＴＪ
都市ガス 4,161ＴＪ
Ａ重油 699ＴＪ
ＬＰＧ 1,132ＴＪ
灯油 68ＴＪ
軽油 962ＴＪ
その他 1,092ＴＪ

■ 化学物質
取扱量 66,748t 

■ 温室効果ガス 351万ｔ-ＣＯ２

■ 大気環境への負荷

■ 水環境への負荷

■ 化学物質

ＣＯ２ 7.6万ｔ-ＣＯ２
■ 輸送時の温室効果ガス（国内製品物流分）

ＣＯ２ 768万ｔ-ＣＯ２※4
■ 温室効果ガス

ＳＯｘ 0.4t
ＮＯｘ 203t

ばいじん 12t
■ 化学物質

家電４製品 56,460t
パソコン 955t

医用機器 4,951t
その他 8,902t

■ 再資源化重量 71,268t

■ 再資源化後の廃棄量 20,538t

■ 廃棄物

※3 発電機器を除く

代表製品出荷量
502,385t

投入 事業プロセス 排出

研究開発・設計

製造

輸送・販売

回収・リサイクル

使用

資材・原材料が、製品として出荷さ
れ、再商品化および廃棄されるという
一連の物質の流れを示しています

調達

さまざまな製品やサービスを提供している
グループ全体の環境負荷について把握、分析し、
環境効率向上に取り組んでいます

※1

※2

東芝では、産業連関表を利用して独自開発した物質投入量推定方法（EMIOT）を用いて、複合資材
も含め資源別の投入量を集計しています。資源別投入量の詳細はホームページで報告しています
TJ＝1012J。Ｊ（ジュール）は仕事量、熱量、電力量を表す単位で、1J＝約0.239カロリー
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半導体 47%

液晶 13%

家庭電器 10%

デジタルプロダクツ 7%

その他 6%

社会インフラ 17%

デジタルプロダクツ 8%

家庭電器 54%

製品分野別 CO2排出量構成比 

開発・
製造時

使用時

使用後

日本 74%欧州 0.3%

アジア 13%

米州 7%

中国 6%

エリア別 CO2排出量構成比 
（エネルギー起源ＣＯ２排出量の２００7年度実績）

電子デバイス
 22%

社会インフラ
16%

その他 8,902t テレビ 17,574t

冷蔵庫
 17,125t

医用機器 4,951t 

パソコン 955t 

エアコン 7,200t

洗濯機 14,561t 

製品別再資源化量

製品別使用段階でのCO2排出量構成比 

半導体や液晶を製造する24時間稼動のクリー
ンルームでは、空調のために大量の電力を消費
します。需要増に対応した製造棟の増設の影響
をできる限り小さくするために、半導体や液晶を
開発する電子デバイス部門では、製造時のCO2
排出抑制を最重要課題として取り組んでいます。

近年、家庭でのCO2排出量が増加し続けていま
す。その内訳に占める割合が比較的高い照明、
冷蔵庫、エアコンについて、CO2排出を抑制する
省エネ製品の開発に注力していきます。

世界規模で販売量が増えているパソコンは、機
能進化が早いことからライフサイクルが短くなる
傾向があります。販売地域の拡大や廃棄量の
増大に対応し、世界の各地域でリサイクルシス
テムの整備を進めています。

関連記事 P.15

関連記事 P.13-14

関連記事 P.51-52

半導体増産にともなう
CO2排出量の
増加を抑制

家電3製品の
省エネルギーを追求

パソコンのリサイクルを
世界各地で推進

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

社
会
性
報
告

環
境
報
告

50東芝グループCSR報告書2008



東芝グループでは研究開発・設計段

階から、ライフサイクルアセスメント手法

を活用して、製品を構成する部品一つひ

とつの環境負荷を検証し、その低減に向

けて規制物質の削減や再生材の活用、

小型・軽量化による省資源などを図って

います。また、より環境負荷の少ない部

品を選択していくために、部品製造時の

環境負荷の評価にも取り組んでいます。

RXシリーズの開発にあたっても、あら

ゆる面からグリーン調達を追求。プリント

基板やLCD、筐体、光学ドライブなどの

各部品について、サプライヤーと連携しな

がら目標とする環境特性を実現しました。

回収し、リサイクルしています。また、食

堂などの生ゴミも削減し、2007年8月に

ゼロエミッションを達成しました。

RXシリーズの製造拠点である中国

の東芝情報機器杭州社では、製造過

程で発生したプリント基板や電子部品

の廃棄物に含まれる銀、銅、すずなどを

RXシリーズは、世界最軽量で衝撃にも強く、世界最長のバッテ
リー駆動時間などの機能を備えたモバイルパソコンです。
これに加え、環境特性においても、世界に誇れる内容を実現し
ています。開発当初から、省資源、省エネルギーなど8項目
の環境技術施策マップを作成し、常に最高の目標を掲
げて取り組んできた成果です。

きょうたい

製造

調達

0 2007年8月以降

0.6

5.1

2006年

13.3

2003年

5

15

10

（％）

ライフサイクル各段階での環境負荷低減の取り組みを、
2007年度のExcellent ECP適合製品である
ノートパソコン「dynabook SS RX」を例に紹介します

開発段階から世界一の軽さ・薄さにこだわる

製造段階でゼロエミションを達成

究極の環境調和型パソコンを実現

（株）東芝 
PC環境部長

南野 伸之

東芝情報機器杭州社の
廃棄物最終処分（埋立）率

高密度実装技術による
プリント基板の軽量化

従来のHDD（ハード
ディスクドライブ）の代わ
りに大容量フラッシュメ
モリドライブを搭載し、大
幅な小型･軽量化を同
時に実現

水銀を使用しないLED
バックライトLCDの採用

薄型マグネシウム合金の採用によるボディ
の薄型・軽量化によって、世界一の軽さ・
薄さ※を実現

※ 2007年6月、当社調べ。軽さと薄
さは光学ドライブ搭載の12.1型
ワイド液晶搭載パソコンとして。
薄さは最も薄い部分で比較
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包装材の小型化・軽量化を推進する

とともに、製品のみをまとめて輸送し、最

終的な梱包は販売地で行う「集合梱包」

によって輸送量を大幅に削減しました。

また、製品輸送に使う通い箱は、振動

への耐性や積載効率を高めた独自のも

のを開発し、複数回使用できるようにして

います。さらに、梱包材は、再利用しにくい

発泡スチロールの使用を廃止しました。

使用段階での消費電力を低減するた

め、さまざまな技術を結集しました。

液晶画面を半透過型とし、明るい場

所では外光を利用してバックライトの消

灯を可能にしました。そのバックライトに

は、消費電力の少ないLEDを採用してい

ます。さらに、ハードディスクドライブ

（HDD）に代えて、フラッシュメモリドライ

ブ（SSD）を搭載することで、小型軽量

化・低消費電力化し、従来機種に比べ

て消費電力を半減しました。

ECP（Environmentally Conscious Products）とは、環境調和型製品の開発推進に向けて東芝
グループが1999年に策定した「製品別環境自主基準」に合致した製品を指します。「Excellent ECP」
は、環境効率の高い製品をより多く生み出していく制度であり、業界トップの環境性能を持つ製品を認定
します。「dynabook SS RX」は、その第1号適合製品であり、また2007年には米国EPEAT（Electronic 
Product Environmental Assessment Tool）から最高得点でゴールド機種に認定されました。

国内では、資源有効利用促進法に

基づいて2001年から企業ユーザーと

家庭から使用済みパソコンを回収・再資

源化しています。2005年からはこうし

た活動を海外にも拡大し、パソコンを販

売している地域の8割以上で実施して

います。

例えば、東芝アメリカ情報システム社

では、使用済みのノートパソコンをお客

様から引き取り、米国環境保護庁

（EPA）から許可を受けた解体業者に委

託して金属やプラスチックを回収、リサイ

クルしています。2007年から他社製品

の回収も受け付けており、量販店や地

域団体と連携した廃棄物回収活動など

にも参加しています。

この実績を基に、東芝グループでは

中国やオーストラリア、シンガポールなど

でも同様のリサイクルシステムを確立し

ていきます。

輸送

使用

回収・
リサイクル

液晶
バックライト

液晶
ユニット

CPU

HDD

SSD

2006年発売機種
（光学ドライブ搭載）

RX

物流効率の改善と輸送時の梱包材削減

使用時の消費電力を半減

Excellent ECP 適合製品とは？

世界各地で製品の回収・リサイクルを推進

Excellent ECP 適合製品
「dynabook SS RX」

2006年発売の同型光学ドライブ
搭載機種との消費電力比較（イメージ）
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環境調和型製品によるCO2排出抑制効果（推定）

２6０万ｔ‒ＣＯ２ ４7０万ｔ‒ＣＯ２

事業プロセスに
おけるＣＯ２排出量
（2007年度）

製品によるＣＯ２
排出抑制効果※

CO2排出量と原単位の推移

260

2007

300
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100
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100
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0
1990

168

100％

207
228 230 235

2000 2004 2005 2006 2012
（目標）

CO2排出量

63％ 67％
61％

58％56％
53％

実質生産高
原単位
（1990年度比）

（万t-CO2） （％）

年度

東芝グループの「ファクター」は…「価値ファクター」と「環境影響低減ファクター」のかけ算です

価値ファクター
（製品の価値をどれだけ高めたか）

環境影響低減ファクター
（環境影響をどれだけ低減したか）

ファクター

「価値ファクター」と「環境影響低減ファクター」が大きくなればなるほど、豊かな暮らしに貢献する製品です。

数値が大きいほど、価値が高く環
境にも配慮した製品であるといえ
ます。

便利さ・快適さなど、お客様の声から
総合的な価値を算出。基準製品に
比べて価値が高まるほど、価値ファク
ターも大きくなります。

ライフサイクルアセスメントの手法を用
いて環境影響を算出。基準製品に比
べて環境負荷が低くなれば環境影響
低減ファクターは大きくなります。

地球温暖化防止、化学物質の管理、
資源の有効活用の3テーマで
環境負荷の低減に取り組んでいます

地球温暖化防止

製品使用時のCO2排出抑制をめざして
環境調和型製品を拡大しています

製品使用時のエネルギーを削減します

エネルギー使用量増加の影響を
最小限に抑えています

53

環境報告

環境取り組みの現状



東芝グループでは、人体や環境に害を及ぼす懸念のある特定

化学物質の使用全廃、製品への含有量削減に取り組んでいま

す。RoHS指令※については、2005年4月以降に発売した製品

から対象6物質の使用全廃を進め、2006年7月の発効までに対

応を完了しました。

「第4次環境ボランタリープラン」では、オゾン層破壊物質など

15の化学物質群について、2010年度までに使用を全廃するとい

う目標を掲げています。2007年度は、これら物質群を含有しない

製品の売上高比率が前年度の48％から63％に拡大しました。

東芝グループでは、PRTR法など各種環境関連法で規制され

ている約2,000種類の物質について「禁止物質」「削減物質」

「管理物質」の3種類に分類して管理・削減に努めています。な

お、東芝グループにおける化学物質の排出量の取扱量に対す

る割合は低く、例年約3～5％程度です。

「削減物質」については、環境に直接及ぼす影響が大きい排

出量の削減に努めています。2007年度は、除害装置の導入な

どの対策を実施しましたが、生産量の増加にともなって取扱量

が増加したことから、化学物質排出量は2,286トン（2000年度

比で14％減）となり、23％削減という年度目標は達成できません

でした。2008年度は、代替化、プロセス変更、除害装置導入をさ

らに推進していく計画です。

東芝グループでは、製品の軽量化や長寿命化といった省

資源設計をはじめ、一部を交換するだけで修理やアップグレー

ドができるよう、部品のモジュール化に注力しています。また、

解体・リサイクルを容易にするための部品点数削減や、製品

への再生資源の採用も推進しています。2007年度は、洗濯

機などの素材に合計約1,300トンの再生プラスチックを使用

しました。

その一方で、包装材の有効活用にも取り組み、「2010年度

までに国内に流通する包装材使用量を2005年度比で10％

削減（生産高原単位）する」という目標を設定。その達成に向

けて、成功事例の共有化や包装技術の開発などを進めていま

す。

2007年度は、工程の改善などにより廃棄物の発生抑制に

努めた結果、総発生量（原単位）は281,518トン（2000年度

比28％減）となり、24％削減という年度目標を達成しました。

一方、分別の徹底や副産物のリサイクル拡大などにより最

終処分率の削減に努めた結果、ゼロエミッションを実現した国

内外対象拠点は、年度目標の46％を上回る48％となりました。

リサイクルについては、マテリアルリサイクルの拡大など、より

質の高いリサイクルをめざすとともに、お客様が使用を終えた製

品についても、回収とマテリアルリサイクルをグローバルな規模

で推進しています。

削減対象物質の排出量の推移

2007

1,951

339
PRTR法
対象物質

3,000
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1,820

409

2004 2005 2006 2012
（目標）

年度

1,795
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2000年度比
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PRTR法
対象外
物質

78％
84％ 86％84％

46％

100%

使用済み製品の再資源化量の推移

2001 2004 2005 20072006 2012
（目標）

3.8

3.6
0.1

5.0
1.05.0

0.54.3
0.2

12.4

5.9

9.6

7.3

6.9

3.6
0.1

16.0

13.1

9.1

11.6

7.4

5.0
1.0

17.1

8.9

17.6

14.6

7.2

155%

5.0
0.5

16.8

8.7

14.3

14.7

7.3
4.3
0.2

16.6

12.0

10.0

13.9

8.1

180%

147%

100%

133%
142%

再資源化量拡大率

（％）

年度

（千t）
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テレビ

冷蔵庫

洗濯機

エアコン
パソコン
医用機器

業務用
機器など

3.8

化学物質の管理 資源の有効活用をめざして

製品に含有する特定化学物質全廃に向けて
前進しました

製造工程で使用する化学物質の管理

製品の省資源化や資源循環対策として

事業活動における廃棄物の発生抑制と再資源化

※ RoHS指令： EUによる電子電気機器に含まれる特定化学物質の使用制限
指令
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2008年3月

2007年12月

2007年10月

2007年9月

2008年3月 第17回 東芝グループ環境展

第4回エコプロダクツ国際展（ベトナム）

エコプロダクツ2007（日本）

ＣＥＡＴＥＣ ＪＡＰＡＮ ２００７
アジア最大級の「最先端ＩＴ・エレクトロニクス総合展」

IFA ベルリンショー（国際民生用エレクトロニクス展）

ステークホルダーとの
対話を積極的に図っています
環境広報（展示会）

環境展示会

環境啓発活動

環境家計簿の取り組み

環境広告

「星の王子さま」シリーズ広告
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環境技術・活動にかかわる評価

グループ環境経営にかかわる評価

表彰名 表彰対象 受賞者

冷凍機更新による省エネルギー

クリーンルーム（CR）循環風量削減による省エネ

家庭用ルームエアコン“東芝ルームエアコン大清快”
RAS-402BDR／RAS-402BADR

高効率LEDダウンライト E-CORE［イー・コア］ 

電球形蛍光ランプ“ネオボールＺリアル”

業務用ヒートポンプ給湯システム
“ほっとパワーエコ ウルトラBIG”

化学物質管理及びリスクコミュニケーションの推進

ハイブリッドトラック用
センサレス永久磁石モータドライブ

高効率LEDダウンライト E-CORE［イー・コア］

高効率LEDダウンライト E-CORE［イー・コア］

エレベーターのリニューアル

高効率LEDダウンライト E-CORE［イー・コア］

新世代環境対応 
Ｘ線ＣＴ診断装置・Ｘ線管・ＣＣＤカメラ

24／36kV固体絶縁スイッチギヤの開発

最新クリーンルームでの3R推進など

使用済みX線管、送受管の自主的な回収など

消去可能インクの開発

環境保全活動

環境保全と経済への貢献

排水管理

環境保全活動

省エネルギー活動

廃棄物管理

リサイクル活動

リサイクル活動

環境保全活動

岩手東芝エレクトロニクス（株）

（株）東芝 大分工場

東芝キヤリア（株）

東芝ライテック（株）

東芝ライテック（株）

東京電力（株）様
東芝キヤリア（株）

（株）東芝 四日市工場

日野自動車（株）様
（株）東芝 自動車システム事業統括部

東芝ライテック（株）

東芝ライテック（株）

東芝エレベータ（株）

東芝ライテック（株）

東芝メディカルシステムズ（株）
東芝電子管デバイス（株）

（株）東芝 電力システム社 
電力・社会システム技術開発センター
（株）東芝 産業システム社

（株）東芝 大分工場

東芝電子管デバイス（株）

（株）東芝 研究開発センター
（株）東芝 産業システム社

東芝情報機器フィリピン社

東芝情報機器フィリピン社

東芝情報機器フィリピン社

東芝エレクトロニクス・マレーシア社

東芝ホクト電子タイ社

東芝情報システム英国社

東芝アメリカ社
東芝アメリカ情報システム社
東芝アメリカ家電社

東芝カナダ社

東芝インターナショナル米国社

平成19年度 省エネルギー実施優秀事例発表会
経済産業局長賞

平成19年度 省エネルギー実施優秀事例表彰
資源エネルギー庁長官賞

第18回省エネ大賞
資源エネルギー庁長官賞

第18回省エネ大賞
省エネルギーセンター会長賞

第４回 PRTR大賞2007
PRTR優秀賞審査員特別賞

平成19年度 優秀省エネルギー機器表彰 
日本機械工業連合会会長賞

平成１９年度地球温暖化防止活動
環境大臣表彰（技術開発・製品化部門）

2007電設工業展製品コンクール：
国土交通大臣賞

第４回エコプロダクツ大賞
エコサービス部門：経済産業大臣賞

第４回エコプロダクツ大賞
エコプロダクツ部門：優秀賞

資源循環技術・システム表彰奨励賞

３Ｒ推進協議会 会長賞

第34回環境賞
環境大臣賞・優秀賞

Outstanding Environmental 
Performer （Hall of Fame award） 

Excellence in Ecology and Economy（E3）

LLDA Blue Rating Award

Prime Minister's Hibiscus Award 2006/2007

Energy conservation award in Energy 
participation program

Best Overall Sustainable Waste Management 
Solutions 2008

US Environmental Protection Agency's 
Plug-in to eCycling commendation

2007 Urban Impact Recycling Certification

A member in the National Environmental 
Performance Track Energy participation 
program

経済産業省技術環境局長賞

フォーラム会長賞

東芝グループ

（株）東芝

環境効率アワード

ＬＣＡ日本フォーラム

2007年度の主な受賞

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

社
会
性
報
告

環
境
報
告

56

環境報告

環境関連の受賞一覧



第三者による所見を受けて

［略歴］

進化するCSR活動と報告書

環境ビジョン2050の意義

グローバルなCSR活動

CSRのマネジメント

本業を通じたCSR活動

CSR報告書に対する第三者による所見
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東芝グループCSRホームページ

東芝グループ
環境レポート2008

東芝グループ
社会貢献活動レポート

東芝グループCSR報告書2008

（2008年9月発行） （2007年12月発行）

冊子

本冊子（「東芝グループCSR報告書2008」）では、東芝グループのCSR活動のうち、特に重要度

の高い事項を中心に報告しています。

環境活動の詳細については、本年から新たに「東芝グループ環境レポート2008」を発行、社会貢

献活動の事例は「東芝グループ社会貢献活動レポート」として、それぞれ冊子を発行しています。

ホームページでは、冊子に掲載した事項の
詳細や、より広い範囲の情報を掲載してい
ます。

URL http://www.toshiba.co.jp/csr/

ホームページ

冊子とホームページについて

58東芝グループCSR報告書2008



〒105-8001 東京都港区芝浦1-1-1

お問い合わせ先

CSR推進室（本報告書について）
TEL : 03-3457-2395　FAX : 03-5444-9215

環境推進部（環境活動について）
TEL : 03-3457-2403　FAX : 03-5444-9206

お問い合わせ受付ページ（全般）
URL http://www.toshiba.co.jp/csr/jp/contact/

本報告書はホームページでもご覧いただけます
URL http://www.toshiba.co.jp/csr/  

「東芝グループ」

用紙での配慮

色覚ユニバーサルデザインへの配慮

本報告書の制作、印刷にあたって、次のような配慮をしています。　

FSC認証用紙の使用
「適切に管理された森林からの木材（認証材）」を原料と
した紙として、FSC（Forest Stewardship Council、森
林管理協議会）から認証を受けた紙を使用しています。

間伐に寄与した紙の使用
古紙のリサイクルに取り組むＮＰＯオフィス町内会と、森林
の再生に取り組む岩手県岩泉町との連携により実現した
「森の町内会̶間伐に寄与した紙̶」を本文用紙に使
用しています。

水無し印刷
印刷工程において刷版の版材がインキを
はじくという特性を利用し、水を使用せずに
印刷する「水無し印刷」を採用しています。

Non-VOCインキの使用
揮発性有機化合物、VOC（Volat i le 
Organic Compounds）を含まない、植物油
100%のインキを使用しています。

カラーユニバーサルデザイン認証の取得
色覚の個人差を問わず、できるだけ多くの方に見やすいよ
うな配慮や表示を心がけました。モニターによる検証など
のチェックを経て、NPO法人カラーユニバーサルデザイン
機構（CUDO）から認証を取得しています。

印刷での配慮

Printed in Japan

初　版　 2008年6月発行
第2版　 2008年7月発行
第3版　 2008年8月発行
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